
県立高校再編整備計画（素案）に対するパブリック・コメントの概要

１ パブリック・コメントの実施状況
（１）募集期間

平成２７年７月２２日（水）から平成２７年８月２１日（金）まで
（２）公表方法等

県のホームページに掲載するとともに、県庁情報公開センター、各地
方県民相談室、山口県税事務所防府分室及び各県立高等学校で閲覧でき
るようにしました。

（３）意見提出方法等
郵送、ＦＡＸ、電子メールにより意見を募集しました。

２ 意見の件数

２２人、７８件

（内訳）
項 目 件数

県立高校再編整備計画（素案）

県立高校再編整備計画（平成２７年度～平成３６年度） ３１
１ 再編整備の趣旨等 (1)
２ 再編整備の考え方 (16)
３ 再編整備の方向性 (13)
４ 再編整備の推進 (1)
平成２７年度～平成３０年度実施計画 ３０
１ 再編整備 (22)
２ コミュニティ・スクールの導入 (2)
３ 探究科（仮称）の導入 (5)
４ 計画の進め方 (1)

小 計 ６１

その他

その他 (17)
小 計 １７
合 計 ７８

( )は内数

３ 提出された意見及びこれに対する考え方
次ページに掲載



 

県立高校再編整備計画の策定に係るパブリック・コメントの概要 

 

□ 県立高校再編整備計画（素案）の内容に係る意見（６１件） 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

１ 再編整備計画の趣旨等（１件） 

（２）期間 

○ 再編整備計画の計画期間の中学校卒業者数の減少
は1,343人であるが、次の５年間（平成37年度～平成
41年度）には、1,229人が減少し、直近の10年間の半
分の期間でほぼ同等の減少が予想されている。した
がって、計画期間を15年間とし、将来を見越した計
画とすべきではないか。 

○ 平成27年３月に策定した「第２期県立高校将
来構想」は、15年先を見通した上で、今後10年
間の高校改革の指針を示したものです。 

本計画は、１ページの「策定の趣旨」の項に
記述しているように、その将来構想の方向性に
沿って県立高校の再編整備を円滑に進めるた
めに策定するものであり、計画の期間を10年間
としています。 

２ 再編整備の考え方（１６件）  

（１）再編整備の必要性 

○ 学校の統廃合には賛成である。学校規模が小さく
なって、やりたい部活動がない学校には、子どもた
ちは行かないと思う。 

○ １ページの「再編整備の必要性」の項に記述
しているように、中学校卒業者数の減少が見込
まれる中、選択幅の広い教育や活力ある教育活
動の展開、生徒同士が切磋琢磨する環境づくり
など、高校教育の質の確保・向上を図るため、
特色ある学校づくりを推進するとともに、一定
の学校規模の確保をめざし、再編整備に努めま
す。 

○ 望ましい学校規模を確保することにより、生
徒数が多くなり、学校行事や生徒会活動、部活
動等が活性化するなどの教育的効果が期待で
きます。 

○ 少子高齢化が進む中で、高校の小規模化が懸念さ
れるが、これからの社会を担う若者の教育にあたっ
ては、多様な人格・価値観に触れることが大切であ
り、１学年４学級以上の学校規模を確保することが
必要であると思う。学校規模を確保することで、進
路希望や興味に応じて学べる科目の開講が可能とな
り、より多彩な部活動の確保ができるようにしてほ
しい。 

○ 中学校卒業者数が減少し、高校の数が少なくなっ
ていくのは、致し方ない。 

部活動や学校行事などを考えると、規模の小さな
学校として残していくより、ある程度の規模の学校
として統廃合した方が、子どもたちの学習や活動の
環境としてはいいと思う。 

○ 子どもの数が減少しており再編整備についてはや
むをえないと思う。 

○ 再編整備にあたっては、同窓生や地域の方々の感
情にも配慮しつつ、何よりもまず、これからの若者
のために何が最善かを最重要視して検討すべきであ
る。 

○ 再編整備にあたっては、何よりもまず、主役
である生徒に質の高い高校教育を提供すると
いう視点に立つことが重要であると考えてい
ます。 

その実施にあたっては、高校教育の質の向上
を図る観点や地理的条件、交通事情による生徒
の教育への影響等を総合的に勘案しながら検
討します。 

○ 人口減少が進んでいるからといって、高校を統合
するのはあまりに短絡的すぎる。高校が減ることは、
地域の衰退にもつながる。統廃合しなくても済むよ
うな行政を求める。 

（２）再編整備の基本的な考え方 

○ 山口県に魅力のある高校がたくさんできることを
期待している。 

○ ２ページの「特色ある学校づくりの推進」の
項に記述しているように、再編整備に取り組む
中で、生徒が主体的に学校選択をすることがで
きるよう、各学校の個性化・多様化を図る特色
づくりを推進します。 

○ 子どもたちがいきいきと学習や活動ができるよう
な高校ができるような再編整備を望んでいる。 

 
 
 
 
 



 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

○ 学級数や生徒数を最大の基準とした学校統廃合は
納得できない。特色ある学校運営は、地域との連携
あってこそ可能になるものであり、「地域と連携し
た特色ある学校づくり」と統廃合推進は矛盾する。 

○ 全ての県立高校が、学校がもつ教育力の地域
への還元と、大学や企業、人材等の地域がもつ
教育力の積極的な活用など、学校と地域との双
方向による連携・協力を行う学校づくりを推進
することとしています。 

  なお、１ページの「再編整備の基本的な考え
方」の項に記述しているように、再編整備につ
いては、地域における高校の実情なども踏まえ
て検討します。 

○ １学級あたりの生徒数も段階的に減らしていくこ
とや、学級数の原則（４～８学級）について再考す
ることが必要ではある。 

○ 望ましい学校規模については、学校規模別の
開設科目数、配置教員数、部活動数とともに、
アンケート結果等も踏まえて検討した結果、１
学年４～８学級としています。 

  望ましい学校規模を確保することにより、選
択幅の広い教育や活力ある教育活動の展開な
どの教育的効果が期待できます。 

○ 望ましい規模の最小を４学級とする基本方針を変
更するか、その方針を堅持するならば、厚狭地区で
普通科を設置する学校を含んだ再編整備を検討する
ことが必要である。 

○ ２ページの「望ましい学校規模の確保をめざ
した再編統合」の項に記述しているように、再
編統合にあたっては、１学年４～８学級の望ま
しい学校規模の確保をめざして、１学年３学級
以下の小規模校（今後、３学級規模になる学校
を含む）の再編統合を検討することとしていま
す。その際、学校の近接性や学習内容等を考慮
しながら、小規模校同士だけでなく、４学級以
上の学校との再編統合についても検討します。 

○ 補欠合格や二次募集を実施されていながら定員割
れを起こしている高校が整備計画の検討対象に入っ
ていない。 

○ 県内の私立中学高等学校の存在を考えた様子が見
られない計画であると感じた。公立高校のみが高校
であると県民が感じる「再編整備計画」はいかがな
ものか。 

 

○ １ページの「再編整備の基本的な考え方」の
項に記述しているように、再編整備については、
中学校卒業者数の推移や中学生の志願状況、高
校卒業後の進路動向、通学実態、私立学校の配
置状況などを総合的に勘案するとともに、地域
における高校の実情等も踏まえて取り組むこ
ととしています。 

  県教育委員会では、県立高校と私立高校が、
それぞれの特性を踏まえ、連携しながら公教育
の充実に取り組む中で、より質の高い高校教育
の推進に努めます。 

○ 「エ 配慮事項」に重要なことが書かれてあり、
高く評価できるが、これに人的配置や予算の重点化
はあるのかどうかわからない。 

○ 再編整備にあたっては、３ページの「配慮事
項」の項に記述しているように、地理的条件、
交通事情による生徒の教育への影響などを、総
合的に勘案しながら検討するとともに、再編整
備の対象校であっても、県全体の教育効果を高
めることが特に期待される学校においては、当
面は学校を維持することも検討します。 

このような教育活動の推進にあたっては、必
要な教職員の配置等にも努めます。 

○ 「エ 配慮事項」に掲載されているよう、地理的
条件、交通事情による等、地域性を考慮して再編整
備について特に検討をお願いしたい。 

○ 検討の対象となる分校６校を提示しているが、何
を根拠にこの６校を決定したのか。 

○ 現在、県内には全日制課程を置く分校が６校
ありますが、その全ての分校を検討の対象とし
ています。 

３ 再編整備の方向性（１３件） 

（２）全日制課程の学科別比率 

○ 検討データの数値に国立高専と私学の募集定員が
勘案されていない。（２件） 

○ １ページの「再編整備の基本的な考え方」の
項に記述しているように、再編整備については、
中学校卒業者数の推移や中学生の志願状況、高
校卒業後の進路動向、通学実態、私立学校の配
置状況などを総合的に勘案するとともに、地域
における高校の実情等も踏まえて取り組むこ
ととしています。 

  県教育委員会では、県立高校と私立高校が、
それぞれの特性を踏まえ、連携しながら公教育
の充実に取り組む中で、より質の高い高校教育
の推進に努めます。 

○ 「再編整備の方向性」の検討に当たり、私立高校
等の状況が勘案されているとは言い難い。私立高校
や国立高専等の配置状況、学科、募集定員などを十
分に勘案すべきである。（２件） 



 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

（３）全日制課程 

○ 統廃合にあたっては、若者の県外流出を防ぐため
にも実業系の学校は残していった方がよい。公立高
校では地元で働く人材の育成に力を入れてほしい。 

○ 県外流出への対応については、特色ある学校
づくりを進め、より質の高い教育を提供するこ
とが重要であると考えています。 

このため、４ページの「専門学科」の項に記
述しているように、生徒や地域の実態・ニーズ
等に対応した選択幅の広い学習や活力ある教
育活動の展開が可能となるよう、再編統合によ
る学校規模の拡大や学科改編に取り組みます。 

（４）定時制・通信制課程 

○ 定時制高校は、友達も少なくて生徒はかわいそう
だと思う。少しでも多くの生徒が集まる学校に生ま
れ変わればいいと思う。 

○ 夜間定時制においては、大幅な定員割れが続
いていることから、活力ある教育活動が展開で
きるよう、夜間定時制課程の再編統合について
引き続き検討します。 

○ 多様な学びのニーズに応えることは、定時制課程
の重要な課題である。しかし、「働きながら学ぶ」
ことが定時制・通信制の基本であることに変わりは
ない。 

○ 定時制・通信制課程は、以前からの「働きな
がら学ぶ」生徒に加え、様々な入学動機や学習
歴をもつ生徒が学ぶ場となっており、３年修業
制や単位制の拡充など、多様な学びのニーズに
応える教育システムの構築が重要であると考
えており、その趣旨を、５ページの「定時制・
通信制課程」の項で記述しています。 

○ 「昼夜間部２部制の拡大」は「生徒が自分の生活
時間に合わせて学ぶことを可能とする」であろうし、
選択肢は広がる。しかし、午前部にはどのようなニー
ズがあるのか。 

○ 定時制・通信制課程は、以前からの「働きな
がら学ぶ」生徒に加え、不登校経験者や全日制
からの転入学者、中途退学者など様々な入学動
機をもつ生徒が学ぶ場となっています。 

こうした生徒の多様なニーズに対応し、生徒
が自分の生活時間帯に合わせて学ぶことを可
能とする新しいタイプの多部制の定時制課程
を設置する方向で検討を進めます。 

 

○ 午前部に登校できる生徒は、できれば全日制課程
に入学できるよう配慮することが大切である。「柔
軟な教育システムの構築」に言及する場合、高校再
編とは別の場において、生徒の学習に関する柔軟な
対応などを、総合的な視点で検討していく必要があ
る。 

○ 修業年数については、社会性を身につけ、就業に
関しての意識を高めるには４年以上が妥当ではない
か。 

○ 定時制・通信制課程については、多様な学び
のニーズに対応するため、３年での卒業も可能
となる、より柔軟な教育システムの構築を進め
ます。 

（５）中高一貫教育の推進 

○ 県内には既に私立の中高一貫教育校が７校設置さ
れ、それぞれの学校で成果を挙げているところであ
り、県立の中高一貫教育校の設置の具体的検討に当
たっては、私立中高一貫教育校の配置状況等を十分
勘案すべきである。 

○ １ページの「再編整備の基本的な考え方」の
項に記述しているように、再編整備については、
中学校卒業者数の推移や中学生の志願状況、高
校卒業後の進路動向、通学実態、私立学校の配
置状況などを総合的に勘案するとともに、地域
における高校の実情等も踏まえて取り組むこ
ととしています。 

  中高一貫教育については、児童生徒や保護者・
地域のニーズ等を考慮しながら、適正な定員配
置や進学指導に重点を置いた中高一貫教育校
の設置などを検討します。 

○ 公立中高一貫教育を多額の公費を使い安易に拡充
することは私立の中高一貫教育を潰すことになり、
山口県全体の教育振興にとって大きなマイナスであ
る。 

（７）地域と連携した学校づくり 

○ 教育は地域の発展とともにあるものだと考えられ
るので、「第２期県立高校将来構想」の「学校・家
庭・地域が一体となった『地域教育力日本一』の取
組」に賛同しており、これを重視してほしい。 

○ 地域と連携し、地域から信頼される学校づく
りを一層推進することは重要であると考えて
おり、地域の教育力を活用しながら、学校・家
庭・地域が一体となって、教育活動の多様化と
その質の向上に取り組みます。 

 



 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

４ 再編整備の推進（１件）  

（２）再編整備実施時期の検討 

○ 中学校卒業者数や各高校への入学者数の見込みな
どを踏まえて、計画的に再編整備を進めることとさ
れていることは評価できるが、既に再編統合の検討
対象となっている学校の再編整備の早期取組ととも
に、私立学校等の配置状況を勘案し、定員が過剰と
見込まれる地域での再編統合についても検討すべき
である。 

○ 子どもたちにできるだけ早く、より質の高い
高校教育を提供することが大切と考えており、
実施時期については、地域毎の中学校卒業者数
の推移や生徒の入学状況の変化等を踏まえる
とともに、再編整備による特色ある学校づくり
の推進などの観点から総合的に検討します。 

 

平成２７年度～平成３０年度実施計画（素案） 

１ 再編整備（２２件） 

（１）全日制課程 

○ 響高校と豊北高校が統合されるそうだが、生徒数
がやはり少ないのだろう。統合は仕方がないと思う。 

○ １ページの「再編整備の必要性」の項に記述
しているように、中学校卒業者数の減少が見込
まれる中、選択幅の広い教育や活力ある教育活
動の展開、生徒同士が切磋琢磨する環境づくり
など、高校教育の質の確保・向上を図るため、
特色ある学校づくりを推進するとともに、一定
の学校規模の確保をめざし、再編整備を進める
ことが必要であると考えています。 

○ 自分の卒業した学校がなくなることは、正直嬉し
くは思わないが、旧豊北町の現状を見たときには、
仕様がないかと思う。 

○ 豊北高校と響高校の再編統合案について、少子高
齢化の進展する状況下、再編統合の方向性そのもの
は、教育力の確保という面からやむを得ぬものと考
える。 

○ 豊北の子どもたちは学校がなくなると行く場所が
ない。子どもたちの通学のことを考えて検討を進め
てほしい。 

○ 少子化の進行による学校の小規模化が進む
中、何よりもまず、次代を担う生徒たちに、よ
り質の高い高校教育を提供するためには、望ま
しい学校規模の確保をめざし、再編整備を進め
ることが必要であると考えています。 

  再編整備にあたっては、地理的条件、交通事
情による生徒の教育への影響などを、総合的に
勘案しながら検討します。 

響高校と豊北高校については、再編統合して、
新高校を設置する方向で検討し、地域と連携し
た学校づくりを一層推進するなど、特色ある学
校づくりに努めます。 

 

○ 響高校と豊北高校の再編統合については、県を挙
げて多方面からの慎重な審議が必要である。地域振
興や地域存続などの要素も加味した統合案を作成さ
れるようお願いする。 

○ 豊北高校と響高校の再編統合に当たっては、教育
県、山口県の未来展望が近い将来開けるように基本
方針は踏まえつつも、地域特性を十分考慮した上で、
幅広い視点から判断してほしい。 

○ 豊北町から高校が消滅する可能性がある本案に反
対する。ふるさとから高校をなくすことは、住むと
ころではないとレッテルを貼るようなものである。
過疎化に悩む地域においては、高校を残すことが必
要である。 

○ 豊北高校は、今年７０周年を迎え約１万人の卒業
生が多方面で活躍しており、北高を生かし存続させ
るべきである。響高校は、旧市よりの生徒が過半数
と聞き、本来旧市内の定員を増加し対応するか私学
進学が筋と思う。 

○ 再編整備にあたっては、地理的条件、交通事
情による生徒の教育への影響などを、総合的に
勘案しながら検討します。 

また、計画の推進にあたっては、９ページの
「計画の進め方」の項に記述しているように、
小・中・高等学校の保護者など関係者の意見も
聴きながら、具体的な学校づくりや実施時期に
ついて検討します。 

○ 統合が避けられない現実を前に、７０年北高生を
見守った滝部の町に新高校を設置すべきである。 

○ 新豊北・響統合高校が、豊北高校の立地する豊北
町、とりわけ滝部地区に存在することが肝要である。 

○ 豊北高校と響高校の再編統合による新校名は下関
北高等学校が長年の愛称もあり望ましい。 

○ 計画の推進にあたっては、９ページの「計画
の進め方」の項に記述しているように、小・中・
高等学校の保護者など関係者の意見も聴きな
がら、具体的な学校づくりや実施時期について 
検討します。 

 

○ 豊北高校と響高校の再編統合後の新高校の名称は
「豊浦北高校」、学科は普通科に観光交流科を加え、
定員は普通科２学級60名、観光交流科１学級15名と
し、寄宿舎を設置してほしい。 

○ 空き公共施設を利用した寄宿舎やホームステイに
よる受け入れ態勢を整備することも生徒確保の一法
ではないか。 

 



 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

○ かつて、ＪＲの便がいいときは、豊浦町から豊北
高校に結構優秀な生徒が過半数以上来ていた。県が
本気になり通学の便を考え改善する必要がある。 

○ 県教育委員会では、遠距離通学をする生徒の
ために、これまでも毎年、公共交通機関や地元
市町に対して、各地域や学校の状況に応じ
運賃・ダイヤ・路線等に関する働きかけを行っ
ており、今後も、公共交通機関や地元市町に働
きかけていきます。 

○ 豊北地域では、交通基盤が弱体である。ＪＲの増
便または上りの小串止まりを滝部まで延長するよう
にすることも生徒確保の一法ではないか。 

○ 再編整備計画の方向性で「中高一貫教育の推進」
「新たに設置する分校」などを掲げているのに、実
施計画に掲げられた「豊北高校と響高校」の場合に
は適用しない理由は何か。 

○ ８ページに記述しているように、実施計画は
再編整備による特色ある学校づくりの推進、こ
れまでの各高校への入学者数の状況及び今後
の入学者数の見込み、さらに、中学校卒業者数
の減少状況などの観点から検討したものです。     

今後、中学校卒業者数の減少が見込まれる中、
選択幅の広い教育や活力ある教育活動の展開、
生徒同士が切磋琢磨する環境づくりなど、高校
教育の質の確保・向上を図るため、特色ある学  
校づくりを推進するとともに、一定の学校規模
の確保をめざし、再編整備を進めることが必要
であると考えています。 

○ この２校の再編統合を提示した具体的な理由が提
示されていない。 

○ 統合するとなると、それぞれの高校の歴史と特徴
が失われ、教育機関がなくなった地域においては、
地域の重要な核の一つが失われる。 

○ 学校・学科の再編整備に取り組む中で、各学
校の歴史や伝統、地域の特性等を踏まえた特色
ある学校づくりに努めます。 

（２）定時制課程 （３）通信制課程 

○ 新山口駅周辺に計画されている多部制の定時制高
校に期待している。福岡県の博多青松高校などがよ
いモデルであり、その取組を参考にするとよいと思
う。 

○ 定時制課程は、様々な入学動機や学習歴をも
つ生徒が学ぶ場となっており、こうした多様な
学びのニーズに対応し、生徒が自分の生活時間
に合わせて学ぶことを可能とする３部制の多
部制の定時制高校を新山口駅周辺に設置する
方向で検討を進め、その設置に向けた準備に取
り組みます。 

  また、具体的な学校づくりについては、他県
の取組も参考にしながら検討します。 

○ 県央部に定時制を設置する際に、通学に便利な新
山口駅周辺を選んだのは適切である。駅周辺に午後
部、夜間部の２部制定時制高校を新設し、山口高校
と防府商工の定時制・通信制をそこに統廃合して
「山口高校定時制・通信制校舎」とするのがよい。 

○ 計画の推進にあたっては、９ページの「計画
の進め方」の項に記述しているように、小・中・
高等学校の保護者など関係者の意見も聴きな
がら、具体的な学校づくりや実施時期について
検討します。 

○ 新山口駅周辺への多部制の定時制高校の設置は、
多額の公費が必要のない既存施設の活用で進めるこ
とが望まれる。 

○ 県東部にしかない２部制の定時制課程を県央部、
県西部に置くことは必要であるが、３部制の定時制
を設置するメリットはどこにあるのか。「午前部」
の必要性が理解できない。午前部導入には再検討が
必要ではないか。 

○ 定時制・通信制課程は、以前からの「働きな
がら学ぶ」生徒に加え、不登校経験者や全日制
からの転入学者、中途退学者など様々な入学動
機をもつ生徒が学ぶ場となっています。 

こうした生徒の多様なニーズに対応し、生徒
が自分の生活時間帯に合わせて学ぶことを可
能とする新しいタイプの多部制の定時制課程
を設置する方向で検討を進めます。 

２ コミュニティ・スクールの導入（２件） 

○ ここに校名の挙がっている３校においては、募集
段階で募集定員を大きく下回る応募者しかいない。
この状況でコミュニティ・スクールに指定していく
ことは、この３校の再編計画からの除外までも示し
ているとも考えられる。再編を終えたので除外した
ことが理由であるならば、分校化も視野に入れて、
再編計画の中に入れるべきである。 

○ 対象の３校は、望ましい学校規模の学校また
は１学年３学級の中高一貫教育校であり、再編
統合の検討対象校としていません。 

今後、地域と連携し、地域から信頼される学
校づくりを一層推進するため、保護者や地域の
声を学校運営に反映させるコミュニティ・スクー
ルに指定する方向で検討し、地域の教育力を積
極的に活用しながら、学校・家庭・地域が一体
となって、教育活動の多様化とその質の向上に
取り組みます。 

 



 

意 見 の 内 容 意見に対する県の考え方 

○ 当該学校を提示した具体的な理由が明示されてい
ない。 

○ 実施計画は、地域における高校の実情や再編
整備による特色ある学校づくりの推進等の観
点から検討したものです。 

  対象の３校は、これまでも地域と連携した特
色ある教育活動を組織的に行っており、コミュ
ニティ・スクールの導入により、地域から信頼
される学校づくりを一層推進したいと考えて
います。 

３ 探究科（仮称）の導入（５件） 

○ 知識を活用し、諸課題を解決していくプロセスを
学ぶ「探究科」の設置は、グローバル化の進む今日、
必要な取組と思う。ただし、その活動を進めるため
の施設・環境の整備や教職員の研修等に予算を十分
に充てるべきだと思う。 

○ 実施計画は、地域における高校の実情や再編
整備による特色ある学校づくりの推進等の観
点から検討したものであり、今後、地域バラン
スも考慮しながら、探究科（仮称）導入校の拡
充について検討します。 
計画の推進にあたっては、９ページの「計画

の進め方」の項に記述しているように、小・中・
高等学校の保護者など関係者の意見も聴きな
がら、具体的な学校づくりや実施時期について
検討します。 

○ 探究科の導入は、なぜ宇部高と下関西高だけなのか。
なぜ、県の西側に集中しているのか。 

○ 当該各校を提示した具体的理由が明示されていな
い。 

○ 宇部高校や下関西高校への探究科の導入の具体的
な検討に当たっては、多額な公費投入により人的・
物的に私立学校との適正な競争が阻害されないよう
に配慮すべきである。（２件） 

○ 県教育委員会では、県立高校と私立高校が、
それぞれの特性を踏まえ、連携しながら公教育
の充実に取り組む中で、より質の高い高校教育
の推進に努めます。 

４ 計画の進め方（１件） 

○ 実施計画の素案については、早目に内容の決定を
し、公表をお願いしたい。 

○ 計画の推進にあたっては、９ページの「計画
の進め方」の項に記述しているように、小・中・
高等学校の保護者など関係者の意見も聴きな
がら、具体的な学校づくりや実施時期について
検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

□ その他の意見（１７件） 

  これらの他に、次のような御意見もありましたので、今後の再編整備の推進等の参考にさせていただきま

す。 
 

 
その他の意見（１７件） 

 
○ 柳井地区においては中学校卒業者数以上の公立高校定員配置となっており、結果的に毎年柳井地区

の多くの公立高校で２次募集が行われている。公立高校の定員配置の適正化を行い、２次募集が起こ
らないような形作りをお願いしたい。（４件） 

○ 県財政難の状況を考えると、高校の統廃合は敢行すべきと思う。柳井地区の高校の統廃合に優先的
に取り組んでほしい。 

○ 今回の方向性では全く触れられていないが、「山口県子どもの貧困対策推進計画」では、「夜間中
学の設置促進」や「貧困家庭の親の学び直し」について記載があり、定時制・通信制高校はこれらの
施策も視野に入れ、再編統合の検討が必要ではないか。 

○ 生徒が夢を育み志をもって学ぶ学校が今の日本に大切なことは判り切っている。「本音と建前を使
い分けることを教えることしかできない現代の日本の教育」は悲しいものである。 

○ 学級数を主体とする再編整備の目的は教育費（教員）削減に主眼を置いているとしか考えにくい。
高校教育にかかわる負担の増減は、どのように想定されるか。 

○ 素案作成前に各校関係者への聞き取りを実施したのか。実施していないのであれば、その理由は何
か。 

○ 地域説明会に来場された参加者数が極めて少なかったが、これまでどのような周知活動を行ったの
か。在校生の保護者や同窓会関係者への案内だけでは不十分である。もっと地元関係者からの意見も
聴取すべく広範囲の関係者への説明会開催の周知が必要ではないか。 

○ 地域説明会の開催をほとんどの住民は知らなかった。住民の声を積極的に取り入れるための公聴会
を重ねて開催してほしい。 

○ 今回の意見募集の広報・記事の扱いが実際どの程度あったのか、具体的に提示してほしい。また、
特に影響のある地域に別途広報したのか。 

○ 意見募集について、期間の延長または再実施を求める。 
○ 県民からの意見募集のほかに、専門家・関係者からの意見聞き取り等の実施をお願いする。 
○ 県民として判断するために必要なデータ、記載に乏しいと感じる。 
○ 山陰部の高校に対する昼間部定時制課程の新設も課題である。 
○ 可能であれば、元号は西暦を併記してほしい。 

  


